
資料２

令和5年度決算と経営改革の考え方・方向性



主な収益（診療収益）a 594.0 573.9 20.1

入院 372.9 355.9 17.0 診療報酬新規加算獲得による診療単価の増

外来 221.1 218.0 3.1 同上

主な費用 ｂ 696.6 682.0 14.6

給与費 376.2 378.4 ▲ 2.2 定年延長制度開始により定年退職者が減

薬品費 151.4 143.6 7.8 物価高騰・高額薬品使用増による増、入院・外来収益連動

診療材料費 57.9 53.2 4.7 物価高騰による増、入院・外来収益連動

経費 111.1 106.8 4.3 労務単価上昇に伴う業務委託料の増　等

主な収益－費用c:a-b ▲ 102.6 ▲ 108.1 5.5

その他収益 d 55.3 81.9 ▲ 26.6 新型コロナ関連補助金の減

その他費用 e 85.4 85.3 0.1

一般会計繰入金 f 109.6 106.0 3.6 指定管理準備交付金に係る繰入の増

純損益 c+d-e+f ▲ 23.1 ▲ 5.5 ▲ 17.6

項　　目
R5決算

A
R4決算

B AーBの要因A－B

R５病院事業会計決算の概要

（億円）

令和５年度決算は、純損益ベースで▲23.1億円の赤字
入院・外来とも患者数が減少する中で、診療報酬の新規加算獲得により約20億円の増収を確保した
一方、物価高騰による薬品・診療材料費の増や労務単価上昇による経費の増に加え、新型コロナ関

連補助金の大幅な縮小（▲26.6億円）により令和４年度から約18億円悪化となり、２年連続の赤字
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県立病院の経営環境

入院患者数

患 者 数 医 業 収 支 主 な 費 用

外来患者数

人口減少、医師偏在、受診間隔延
伸、在院日数短縮等により患者数
は減少傾向

患者数が減少する中、診療報酬新
規加算獲得等により収益は増加し
ているものの、それを上回る費用の
増加により収支は悪化傾向

医業費用

医業収益

人件費増、高額薬品増、光熱水費・
燃料費の高騰等により費用は増加
傾向

給与費億円

億円

千人

材料費

経費

H25比+9.8%

H25比▲24.1%

H25比▲17.6%

H25比+8.8%H25比+19.5%

H25比+30.1%

H25比+36.1%

減少

増加

拡大

※ 給与費の減小（R1～）は給与の臨
時削減（R1～R5）によるもの

※ R5の減少は定年延長制度開始に
よる退職金の減によるもの
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令和7年度末にも内部留保資金が枯渇するという、厳しい経営状況の見通しを踏まえ、病院局長の下
に、病院局、福祉保健部、総務部合同のプロジェクトチーム（県立病院経営改革推進チーム）を設置

経営改革推進チームについて
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専任18名、兼務4名、計22名

福祉保健部
（地域医療政策課）

※経営企画課参与兼職

地域医療政策課長

増 課長補佐（改革組織、給与） 人事課

企画班1(2名)
・班総括

・指定管理業務
・加茂吉田

・経営委員会

増 課長補佐（改革財務） 財政課

主な中長期取組

●定数・給与制度の適正化
●運営主体の見直し

(兼務)

　企画調査係長
　給与係長

←連携→ 業務課長
企画班２(4名)
・中央,柿崎,妙高

・他団体調整
　　(厚生連等)

・十日町・松代
・新発田,坂町,

　津川,がん,
　精神,リウマチ

主な中長期取組
●病床規模適正化

●診療所化検討

(兼務)
　財政調整員(病院担当)

病院事業管理者（病院局長）

県立病院経営改革推進チーム

次長（改革担当） 次長

経営企画課長 ←連携→ 総務課長

課長補佐(総括・財務) 財務係(7名)

増



県立病院の経営改革に向けて
R6年度当初予算は過去最大の▲43億円の赤字が見込まれており、このまま経営改革が進まな
ければ、R7年度末にも内部留保資金が枯渇し、病院事業が持続できない状況に陥る

● このため、R6.4月に県立病院改革推進チームを組織したところであり、R7年度末の内部留保資

金の枯渇回避を図るとともに、経営を持続可能なものにするため、関係者との調整を進め、でき

るものから速やかに実行する

億円

県人口及び患者数の推移

当期純損益

年度末内部留保資金

千人

県人口（万人）

当期純損益と内部留保資金の推移

コロナ補助・給与削減が
無い場合の当期純損益

※ｺﾛﾅ補助、給与削減
R2：41億円、▲6億円
R3：46億円、▲6億円
R4：34億円、▲6億円
R5： 8億円、▲5億円

入院・外来患者数（千人）

万人
（県人口） （患者数）

R7：内部留保資金の枯渇

人口減少を上回る患者数の減

H25⇒R5減少率
• 人口 ▲ 8.8%
• 患者数 ▲17.1%

見込み実績

※ H27年度以前の数値は、地元市に移管した旧六日町、小出を除く
※ R5以前の数値は、指定管理に移行した吉田、加茂を除く

R6:過去最大の赤字
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収益

県立病院の経営改革必要額について

（億円）

収益

費用

▲30億
赤字

病院事業収支

一般会計繰入金(約150億円)

現

状

改

革

後

内部留保資金の推移

①不採算医療の収支差補填を目的に、
一般会計から繰り入れ（150億円程度）

②繰入後も▲30億円程度の
赤字が発生

（億円）

費用

病院事業収支

一般会計繰入金(約150億円)

①不採算医療の収支差補填を目的に、
一般会計から繰り入れ（150億円程度）

②費用削減、収益増加に
より繰入後の収支を均衡

③病院事業の収支改善により
内部留保資金の枯渇を回避

内部留保資金の推移（イメージ）

▲38

▲28

▲23

R6 R7  R8
▲30=(▲38+▲28+▲23)÷3年

③内部留保資金を取り崩して、
赤字（▲30億円）を補填
④R7末に内部留保資金が枯渇
（経営持続困難）

病院事業会計は、急激な人口構造の変化による患者数の減少などにより、不採算医療の収支差補填
を目的とした150億円程度の一般会計繰入金が常態化している中、繰入後も毎年度30億円程度の赤
字が発生し内部留保資金を取り崩す経営体質となっている

このため、まずは病院事業の経営体質を30億円改善し、内部留保資金の減少を回避する必要がある
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R6当初
12,872億円 純一般財源

特定財源

R6当初予算の財源内訳

R6当初（純一）
7,334億円

人件費

公債費

税交付金

扶助費等

所要額見込事業

純一般財源の使途

R6当初純一般財源の使途

• 純一般財源
県が自由に活用できる財源

• 特定財源
国庫支出金等、使途が特定されている財源

• 人件費
給与費や退職手当等の経費

• 公債費
県債の償還に要する経費

• 税交付金
県税収入のうち、法令に基づき市町村等に交付す
る経費

• 扶助費等
生活保護費等の法令等に基づき被扶助者に対し
て支給する経費（間接的に市町村に交付する経費
を含む）

• 所要額見込事業
法令上支出が義務付けられている経費等、裁量の
幅が小さい経費

裁量の幅が大きい経費は10%弱（673億円）

重点事業、部局枠

R6当初
673億円

病院事業繰出投資事業

その他

R6当初 673億円の使途

県政の重要課題に対応する事業などの経費を削減しな
い限り、県立病院への繰出金を増やすことはできない

• 重点事業、部局枠
政策的に実施する事業、知事公約の実現に向けた
事業、県政の重要課題に対応する事業の経費

• 投資事業
道路や学校、公園など、将来に形が残るものを整
備する事業の経費

• 病院事業繰出
病院事業会計に対する繰出金（補助金）

（57.0%）

（43.0%）

（9.2%）

（28.5%）

（49.3%）

（18.4%）

（3.7%）673億円の使途

※病院局等は
含まない

※魚沼・県央基幹
病院含む

病院事業会計繰出金の一般会計に占める割合
約1.3兆円の県予算のうち、裁量の幅が大きい経費はごく一部のため、県政の重要課題に対応す
る事業などの経費を削減しない限り、県立病院への繰出金を増やすことはできない
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今後の医療需要に対応した医療提供体制の見直し

• 医療需要の変化に合わせた各病院の機能・規模の適正化
• 医療再編等による地域の中での県立病院の役割の見直し

県立病院の経営改革推進の考え方

内部留保資金の枯渇回避を図るとともに、経営を持続可能なものにするため、
関係者との調整を進め、できるものから速やかに実行する

内部留保

枯渇回避
内部留保

減少回避
繰入金

適正化

集中的取組

緊
急
的
対
策

R6 R7 R8 R9 R10

機
能
規
模
適
正
化

運
営
体
制
等
あ
り
方

経営底上げ
• 伴走支援（本局の病院経営会議参画）

• 広報強化（広報チームの設置）

• 病院ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力強化（病院長政策推進費、事務長経営力向上）

• エンゲージメント向上（スキルアップのための取組、多職種連携等）

• 試行的取組の導入（２交代制看護など）

• 他団体との連携

収入改善
• 新たな加算等による患者増･単価増（人員、機器等への投資含む）

支出改善
• 人員の適正配置(現状の病床利用率に応じた人員の適正配置の徹底等)

• 給与費の適正化（他県等と比べて均衡が取れないものの見直し等）

• 各種契約見直し（委託費､電力等）

主な実施項目

主な検討項目

持続可能な運営に向けた見直し

• 運営体制のあり方（更なる指定管理移行等の運営方法の見直しなど）

• 給与・人事制度のあり方（職位、能力に応じた給与体系など）

抜
本
的
改
革 主な検討項目

集中的取組

更なる取組

・中核的病院の機能強化 ・中小病院の病棟数の適正化
・専門病院の機能重点化 ・病院の統合・診療所化 など

経営委員会での議論等

経営委員会での議論等
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※ R3年度決算ベース（決算統計）
※ 病床数は許可病床ベース
※ 平均は公立直営の類似規模病院の数値

500床以上 500～400床 300～200床 200～100床 100～50床 精神科病院

病床利用率 ＝
年延病床数

年延入院患者数
算定式

病床規模が小さくなるにつれて類似規模病院の全国平均と比較して低い

精神科病院の全国平均と比較して低い

県立病院の病床利用率
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新潟県立病院経営強化プランの取扱いについて

令和６年３月に策定した「新潟県立病院経営強化プラン」（以下、「プラン」）については、

従前の経営状況等の下で調製したものであり、令和５年度決算を含めた現下の厳しい

経営状況等を十分に踏まえた内容となっていない。

令和６年４月以降、県庁内の部局横断で組織する県立病院経営改革推進チームにお

いて経営状況の精査を行い、改革の方向性について整理した上で、今後の方針を検討

したところ、病院の再編統合など、一部、プランの内容と齟齬を生じている。

ついては、今後の改革の方向性に即してプランを見直したいと考えており、その具体的

な修正内容等を整理し、実績評価のあり方も含め、今年度中を目途に県立病院経営委

員会にお示ししてご意見をいただきたいと考えている。

令和６年９月18日 新潟県病院局
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